平成23年度第４回市民福祉推進委員会議事録（要約）
１　開催日時
平成23年10月25日（火）　午後６時30分～８時50分
２　開催場所
市役所特別会議室
３　出席者
（委　員）土岐　毅



　　　　　三島瑞子



　　　　　徳武　孝



　　　　　渡邊順介



　　　　　米澤　薫



　　　　　若松博子



　　　　　須崎武夫



　　　　　長谷川泰



　　　　　田中修子



　　　　　岩﨑晋也



　　　
　福川須美



　　　　　宮城　孝



　　　　　濱田　孝



　　　　　中川信子



　　　　　平林浩一



　　　　　小林万佐也



（事務局）小川正美（福祉保健部福祉サービス支援室長兼生活支援課長）



　　　　　西田久美子（介護支援課長）


　　　　　小川みゆき（子育て支援課長）



　　　　　髙橋　治（福祉サービス支援室総合調整担当主査）



　　　　　小原正枝（福祉サービス支援室障がい者支援担当主査）



　　　　　宇野暁行（福祉サービス支援室総合調整担当主事）



　　　　　松ヶ崎有紗（介護支援課介護保険係主事）

４　欠席者
（委　員）　佐藤宗幸、小野　翠、秋山　實、小野敏明　小泉一夫
５　傍聴者
１人
６　内容
会議次第


１　審議事項


　(1)地域福祉計画策定に向けた考え方について

資料１


　(2)福祉基本条例の改正について



資料２


　(3)狛江市障害者計画・障害福祉計画中間まとめについて
資料３


　(4)狛江市第５期介護保険事業計画及び高齢者保健福祉計画中間まとめに


　　 ついて



２　報告事項



　(1)子育てに関するポータルサイトの開設について


３　その他

７　会議の結果
委員長：　定刻となりましたので、第４回市民福祉推進委員会を開会いたします。本日は審議事項が４つ、報告事項が１つとなります。では、事務局より資料の確認をお願いします。

（資料確認終了）

委員長：　それでは、審議事項１「地域福祉計画策定に向けた考え方について」の説明をお願いいたします。

事務局：　地域福祉を取り巻く現況については、地域福祉計画策定のためのアンケート調査結果をはじめ、福祉分野の個別計画を策定する際に実施したアンケート調査や関係団体・事業者等の意向調査の結果等から整理しています。
日々の生活での悩みや不安、住んでいる地域の問題や課題について、60歳以上の市民では健康について悩み・不安を感じる人が６割を超えています。住んでいる地域の課題については、防災・防犯などの安全面が30％と最も多くなっています。第２位は高齢者が安心して暮らせる環境となっております。

住民同士の自主的なささえあい、たすけあいでは、必要だと思う人が65.9％を占めています。必要だと思わない人は１割以下、分からないという回答も３割弱見られます。ただ、地域福祉計画策定のために実施したアンケート調査は、回答者の年齢が比較的高かったので、年齢が高い方については65.9％という見方が正しいのかもしれません。ささえあい・たすけあいのために必要なことについては、４割を超える人が日頃からの住民の相互のつながり、それから組織が中心となった住民相互の交流活動、それから気軽に集まれる場所をつくることが必要という意見があります。見守りサポーターの制度が機能していないとの意見がありますが、これは介護保険事業計画及び高齢者保健福祉計画を策定するために実施した関係団体等の意向調査の中で、見守りサポーター制度がうまく機能していないという現場からの指摘です。

地域福祉を充実するための市民と行政との関係については、市民も行政も協力し合いともに取り組むべきと考える人が41.2％で最も多く、次いで行政が主として担当すべきだが手の届かない部分は市民という考え方が29.3％、市民同士でたすけあい、手の届かない部分は行政という考え方が10.6%、これらを合わせると市民による何らかの取り組みが必要と考える人は８割になります。

地域福祉を推進するために優先して取り組むべきことについては、相談体制、福祉施設の整備に続いて、第３位として市民が気軽に参画し利用できる拠点づくり、それから福祉意識を高める取り組みも回答として多く集まっています。

相談体制では、どのような対象の相談かは限定できませんが、アンケート調査結果では、真っ先に相談する相手は家族・親族ということになるわけですが、福祉に関する困り事の相談相手でもっとも多いのは市役所となります。それから病院、医療機関も相談相手ということで考えている方が多いというのもポイントではないかと思います。子どもの保護者の相談相手は、家族や子育て仲間等が７～８割と多く、かつ４～５割の人がインターネットやメールを相談の手段として求めています。これは子育て世代の特長であると思います。65歳以上の非認定者、要支援１～要介護２認定者、要介護３以上の認定者の多くが地域包括支援センターを知っているとアンケート調査で回答しています。しかしその一方で、民生委員からはセンターの周知が不足している、入所施設と思っている人が多く相談がしにくいという現場の声もあります。障がい分野では、夜間・休日でも相談できる体制ができていないとか、高機能障がいや難病など、特殊で専門的なニーズのある人への相談体制がない、職員が異動するたびに新たな職員にこれまでの経過を１から説明するのは非常に不便であるという意見があがっています。

情報提供については、高齢者分野から広報はとにかく読みにくいという指摘があります。広報の中に高齢者コーナーを設けたり、広報以外で高齢者用のチラシをつくったりしてはどうかとの意見があります。チラシをつくってもらえるのであれば、地域で配ることも可能ではないかというご意見も出ております。広報は新聞折り込みという形で配布されていますが、新聞を取っていない人への対応についても意見が出てきています。

災害時の支援体制については、アンケート調査結果から備えや避難について不安や悩みを感じている人がどの年齢層でも非常に高くなっています。特に高齢者では要支援１～２認定者の46.5％の人は、災害など緊急時の対応について不安を感じています。

サービス提供事業者との連携についてでは、市と事業者との連携をはじめ、第三者評価制度受審の際の補助制度を知らない事業者もいるのではないかとか、もっと情報交換ができる場を設けてほしいという意見も事業者から出ています。

このような視点で現況を整理いたしましたが、それに対する施策の方向として、サービス利用者の立場の尊重、自立支援のための福祉サービスの充実、市民参画による地域づくり、誰もが暮らしやすいまちづくりという柱を想定しています。

委員長：　現況や施策の方向について、ご意見はございますか。

委員：　計画期間は５年だったと思いますが、どうやって進捗管理を行っていくのか、きちんと示す必要があると思います。

事務局：　現行計画では、進捗管理の部分が十分ではなかったことが大きな課題であったと思います。進捗管理についても示していきたいと考えています。
委員長：　施策や事業の継続性という点では、先ほどの資料にも職員の異動によりこれまでの経過を１から説明するのは非常に不便であるという指摘がありました。部課長等にお願いしたいのですが、職員が異動した際には関係する計画や条例等をしっかり研修してほしいと思います。

委員：　障がい者、高齢者、児童という分野は個別計画があるのですが、それらに入らない例えば外国人やホームレス、自殺やひきこもり、うつなど、社会的に孤立している人たちの問題についても取り組んでいただきたいと思います。

委員長：　ホームレスの人たちについて、何かトラブルとかはありますか。

事務局：　生活支援課が対応していますが、ホームレスの方々に対して、このような支援の仕組みがあるのだという話をしているのですが、彼らには彼らの生き方というか、ポリシーがあって、なかなかそういう制度を理解していただくのは難しいという現実があります。生活保護よりもお金を稼いでいる人がいる現実もあり、なかなか難しい問題となっています。

委員長：　社協の方では、ホームレスの人たちの状況を把握していますか。

委員：　ほとんど分からないです。

事務局：　現在、NPOの派遣村が結構あり、派遣村の方から要保護者ということでお話をいただく場合もあります。

委員：　若者の対策は、とても重要だと思います。私の学校は短大ですが親との関係が非常に悪くなってしまい引きこもってしまったりする例もあります。私たちとしてもとても心配なのですが、学校としてどうしようもないのです。そういう若者も実はいるのではないか、増えていると言われていますが、本当に若者対策が手薄だと思います。

委員長：　豊中市などでは、社協が拠点づくりをやっています。やはり社協やNPOの役割は大事なのではないかと思います。

委員：　障がい作業委員会では、パーソナル・サポート・サービスの話も出ていましたが、地域のいろいろな問題に対して、寄り添って相談・支援していく取り組みが始まっていますので、障がい分野だけでの検討ではなく、地域福祉の検討でも入れていただければと思います。

委員：　障がい分野では、就労支援が最終的に就労まで結びついていないという課題があります。本当に自立というところまで責任が持てるシステムが必要なのと同時に、そういう人たちを活かしていけるような人材育成も必要があると思います。

委員：　２、３年前のことですが、精神障がいのある人が具合が悪くなった時に、５時間救急車でたらい回しされたということがありました。医療環境の充実は、狛江市による取り組みだけで充実するものではありませんが、２年たっても未だに解決していません。考えていく必要があると思います。
委員長：　それは障がいがあるということだからでしょうか。
委員：　受け入れ側の医療機関が、精神障がいがあると聞いただけで対応できないという回答だったようです。これは狛江市に限った話ではないのかもしれませんが、安心して暮らせるまちというのを理念に掲げるのであれば、考えなくてはいけないことと私は思っています。

委員長：　医療・保健の連携と私たちは言ってきましたが、まだまだ本音で議論していないのではないでしょうか。それと住宅、災害、教育の問題など、行政による縦割り仕組みでは解決できなくなってきている課題も多いと思います。少子高齢化でさまざまな問題が出ているときに、縦割りをどうやってスムーズに連携させていくのか、行政システムのあり方がととても重要なのだと思います。

それとエリアの問題ですが、例えば高齢者分野では市内を３圏域に分けて地域包括支援センターを設置しています。重要なのは住民のささえあいという部分ですが、社協では４つのエリアで地域福祉活動を展開していると聞きましたが、実際の活動は町会や自治会のエリアなのではないでしょうか。
委員：　地域にはこれまでの歴史があるという観点から、社協では町会を意識したエリアで進めてきています。１つ目は岩戸町会、２つ目は猪方町会と駒井町会です。３つ目が野川地域という形となっています。残り４つ目が和泉という括りとなるのですが、和泉には全地区的な町会がなく、丁目単位に町会があります。よって和泉での住民活動はエリアがかなり小さくなっています。

それと、エリアの数にも関係があるのですが資料にある相談体制については、児童と高齢、障がい、それぞれ相談の窓口が課題となっているようですが、この指摘はあくまで個別計画上の相談窓口についてです。地域福祉を推進するために優先して取り組むべきことの第１位が身近な場所での相談窓口の充実とありますが、全市的な縦割りの相談窓口の課題と、身近な日常生活圏での相談窓口のバランスをどう取っていくかというのが大きな課題ではないかと思います。一方、住民活動を縦に割るというわけにはいかないので、この点は慎重に仕組みをつくっていく必要があると思います。
委員長：　茅ヶ崎市などは、12カ所に地域包括支援センターのオプションで地域総合相談室を設け、社会福祉士を配置しています。将来的には狛江市も３カ所ではなく、地域を分けて何でも相談できる場所をつくっていく必要があるのではないでしょうか。
委員：　民生委員の話し合いは、窓口に行ったらあちこちに回されるのではなく、きちんとした相談窓口が欲しいという意見がありました。高齢化が進んでおり、特に夜などは寂しく不安を感じている高齢者も多くいます。３軒や４軒とかの隣近所の範囲でささえあいをしている例もあります。みんなお互い高齢者で、自分自身ももう大変だということを感じていながら、高齢者をささえています。住民にだけにささえあいの問題を言われるのは、きつい部分もあるのかなと思いました。

委員長　　キーワード的には安心できる体制でしょうか。行政の力だけでは限界なので、NPOも含めていろいろな資源を柔軟に取り入れていくということだと思います。ありがとうございました。皆さんからいただいたご意見を参考に、事務局の方で具体的な検討をお願いしたいと思います。

それでは、次に進みたいと思います。審議事項２「福祉基本条例の改正について」の説明をお願いいたします。

事務局：　条例改正案につきましては、第３回の本委員会でもご検討いただいたところですが、その結果を踏まえた修正を行いました。

前文では、言葉の統一を行ったほか、前段部分が詰め込みすぎで少し整理が必要ではないかという点、高齢者、障がい者に限るのではなく、もっと広くとらえるべきではないかという意見を踏まえ修正を行っています。これまで高齢、障がい者等としていた部分につきましては、「福祉サービスを必要とする人」という表現に整理しました。支援が必要な人とか、社会的ケアが必要な人などさまざまなご意見等をいただきましたが、条例として一定のはっきりとした定義が必要であるため、社会福祉法に福祉サービスの基本的な理念が明示されていることを踏まえ、それを引用する形で「福祉サービス」という言葉を使うことにしました。

次に、アンケート調査の結果から、「あいとぴあ」はかなり認知度が高いので、条例改正に合わせて文言を入れてはどうかというご意見がございましたので、前文の最後の部分に「人がやさしい、人にやさしいあいとぴあ狛江」を入れております。
第16条の就労機会の確保では、前回のものでは「身体の状態」という表現となっていましたが、ご意見を踏まえ「心身の状態」に修正しております。
それから、当事者という言葉を入れられないかというご意見もございましたが、条例の言葉としてはまだ馴染みが少ない、定義が難しいということで、今の段階では当事者という言葉を条例の言葉として入れるのは難しいと判断しました。
委員長：　前回にいただいた意見を踏まえ、事務局で修正を行ったとのことですが、ご意見等いかがでしょうか。

委員：　福祉サービスの定義について、前文についてはこれでよいと思いますが、福祉サービスについては改めて定義する必要があると思います。例えば、福祉サービス支援室という市の組織では、児童も介護も入っていません。そういった面で福祉サービスというのは一定の枠といいますか、明確な定義が必要ではないかと思います。
それと第28条は市民意見等の反映となっていますが、狛江市には「狛江市の市民参加と市民協働の推進に関する基本条例」というものがあります。計画策定または改正にあたっては、市民意見の反映を目的に市民参加の手続きを定めたものです。重ねて定義するようなイメージがありますので整理をお願いしたいと思います。

委員長　２点目については整合性を図るとして、福祉サービスはどうしましょうか。一般的には、介護も児童も入るかと思うのですが。
事務局：　第２条の定義のところが、社会福祉法における福祉サービスの基本理念というところから流用している経緯もございますので、ここを整理して福祉サービスというものを合わせて定義する形にさせていただければと思います。

委員長：　社会福祉法をもう１回確認していただきたいと思います。やはり、福祉サービスを必要とする人というのはずっと出てきますから、定義しておいた方がよいかと思います。
委員：　福祉サービスを必要とする人については、障がい、高齢、児童だけでなく、広く捉えるという理解でよろしいのでしょうか。
事務局：　福祉基本条例の考え方としては、なるべく広い意味の定義、きちんと法律にも記載されていて、なおかつ広く使われている文言で表現したいと思います。
委員：　狛江市には、「狛江市まちづくり条例」というものもありますが、第２条の定義にある福祉のまちづくりとは、これもダブっているのではないでしょうか。福祉のまちづくりというのは、固定した定義があるのかどうか、ちょっと疑問です。
事務局：　前回もご意見をいただいておりますが、少し整理をしたところでございます。「狛江市まちづくり条例」は明確に福祉のまちづくりというものはないと思いますが、再度、確認させていただきたいと思います。
委員長：　条例は大事なのですが、これをどう用いて何をしていくかということが大事なので、この委員会の中ではどのように活用していくか、というのをぜひ議論してもらいたいと思います。

委員：　前文で、すべての市民という漠然としていたものが、一人ひとりが自分自身の問題として受け止めるというように、きちんと整理されたのはとても良いという印象を持ちました。

ただ、先ほどの福祉サービスを必要とする人については、あまりにも漠然としていてイメージしにくい表現ではないかと思います。また、障害者権利条約では新たな定義として、合理的配慮ということが権利として保障されなければいけないということが書かれています。ただサービスを必要とするということではなく、権利をきちんと保障するようなイメージが欲しいと思います。
委員長：　社会的に支援を必要とする人、ではどうでしょうか。福祉サービスではすごく狭く捉える方が多いのではないでしょうか。
事務局：　条例ですので、ある程度どこかにきちんとした定義があるとか、読んでも、読んだ方によって判断がぶれないということが必要だと思います。その意味で、ある程度法律なり何かに定義がある言葉にさせていただければと思います。

委員長　　法律的には、関係者には説明しやすいです。特に第２章、市の責務のところは対象を明確にしたほうが施策として、ということですよね。他はよろしいでしょうか。
では、条例改正に関して、今後の予定を説明していただきたいと思います。

事務局：　本日いただいたご意見をもとに、委員長と整理させていただいて、市長に中間答申という形で今回の改正案を提出していただく形にします。それを受けまして、市民の方に向けてパブリックコメントを実施していきたいと思います。最短の予定では、11月15日の広報に載ることになりますので、そこから４週間の日程を取りまして、12月13日までの期間でパブリックコメントを募集したいと思います。基本的には、市民ということで、市内在住の方、市内にお勤めの方、市内の事業所の方、市内に通学する方ということで、18歳以上の方を対象としたいと思います。
提出された意見については、市の考え方を付しまして回答したいと考えております。

委員長：　議会への上程は来年の３月ですか。
事務局：　12月13日までパブリックコメントを募集させていただき、可能であれば12月に予定しております本委員会に結果を付議したいと思っております。その結果を踏まえ、３月議会に上程してまいりたいと考えております。

委員長：　ありがとうございました。それでは続きまして、審議事項３「狛江市障害者計画・障害福祉計画中間まとめについて」の説明をお願いいたします。

委員：　今回の計画の一番の特長というのが、３年間の計画にして、実効性のある計画をつくりたいということと、進捗状況をきちんと把握したいということをあげています。今後、関係部署と協議しながら成案にもっていきたいということで、中間まとめを作成いたしました。

基本理念については、特に重要なのが市、当事者、市民でつくる、つまりこの計画は当然市の計画ですから市が実行しなければいけないのですが、市がやることだけではなく、障がいのある当事者、もしくは障がいがある児童をもつ家族等も含め、そういう当事者たちもやれることが当然あるし、それ以外の一人ひとりの市民、地域の人、NPO、事業者などもやれることもあります。それぞれが行えることをきちんと明記する形で、「障がいがあってもなくても暮らしやすいまち・狛江」をつくりましょうということを理念としました。

長期目標と役割分担では、まず長期目標をそれぞれ定めています。現行計画の大きな反省として、障がいのある当事者、市民の人たちに分かりにくいというか、事業名ばかりで何のことかさっぱり分からないという指摘がありました。よって、個々の事業名を並べるのではなく、相談するとか、ケアを受ける、働くなど、分かりやすい領域毎に狛江市は最終的にどの方向を向くのか、長期目標は何なのかということ、それに対して現状として狛江市はどんな課題を抱えているのか、さらにそれに対して市が行うこと、当事者にできること、市民にできることを分けて書いています。
３年間の計画ですので、例えば長期的に検討しなければいけない相談支援体制や24時間の体制は、今この段階では具体策は盛り込めません。しかし３年間の中で、逆にいえば短い計画だからこそプロジェクトチームをつくって、３年以内に結論を出しましょう、そういうことをやろうということを書いています。星印が新規事業で、黒四角のものがプロジェクトチームを設置し、検討するものです。プロジェクトチームには、市だけで行うのではなく、障がいのある当事者や市民、事業者等々に入っていただいて検討していくことを考えています。

計画の推進方法では、市民福祉推進委員会が中心となるのですが、具体的な細かいいろいろな作業が出てきますので、障がい作業委員会を継続させていただき、そちらで進行管理を行いたいと考えています。

今回の計画の中間まとめでは、個々の事業名や障害福祉計画における数値目標を載せていません。計画骨子としては大体こういう計画を考えているということで、ご審議いただければと思います。

委員長：　ありがとうございました。市が行うこと、当事者にできること、市民にできること、先ほどの基本条例の考え方にも沿っているのではないかということで、丁寧にご検討いただいてありがとうございます。いかがでしょうか。

委員：　地域自立支援協議会が活発に活動しているようですが、その辺のことは障害福祉計画にどの程度反映しているでしょうか。

事務局：　地域自立支援協議会に関しましては、法的にはまだ明確には規定がされていません。来年度から明確に規定されますが、障害福祉計画に関しては意見を聞くことが望ましいという表現となっています。障がい作業委員会か、もしくはどこかの機会でご意見を伺おうと考えています。
委員長：　障がいのある当事者の方たちがエンパワーメントされるというのが大きなポイントではないでしょうか。
24時間体制に関しては、もう高齢者、障がい者と分けている時代ではないのではないかと思います。法人を選定する際には高齢者も障がい者もやる、そのぐらいの発想に立って法人を選定してもよいのではないでしょうか。

委員：　この中間まとめには、傍聴者の意見がたくさん入っています。非常に素晴らしいことだと思います。
委員長：　ご意見はございますか。よろしいでしょうか。

それでは最後に、審議事項４「狛江市第５期介護保険事業計画及び高齢者保健福祉計画中間まとめについて」、事務局から説明をお願いします。

事務局：　介護保険事業計画と高齢者保健福祉計画を一体化して計画の策定を進めています。８月30日と10月４日に介護保険推進市民協議会を開催し、その中で審議したこと、それをまとめたものを中間まとめという形としています。
高齢者人口等の推移では、総人口は減少傾向にありますが、高齢者の占める割合は高くなっていること、また、高齢化率が東京都の平均よりも高く、かなり上位にあるということが現状で把握することができました。要介護等認定者数は増えている現状があります65歳以上の16.7％の方が認定を受けており、この認定率と高齢化率が比例しないということもここから分かってきます。介護サービスの利用状況については、利用者のうち居宅サービス利用者は30％近くいること、施設サービス利用者の変化はあまりありませんが、居宅サービスを利用している方が少しずつ増えているというのがこの推移から見ることができます。

アンケート調査結果に見る高齢者のニーズ等では、不安に感じていることや悩みや心配事、将来のこと、住まい、介護などについてなど項目ごとにまとめています。関係団体・事業者等意向調査は、実際に介護サービス事業を行っている方、もしくは高齢者に直接関わっている団体の方に座談会形式で意見をいただいたものです。直接関わっている事業所や介護支援専門員からは、介護サービスの中でショートステイが不足していること、あとは高齢者を支えている方などからは、地域で安心して暮らすためのサービスが不足しているのではないか、また、認知症に関して、グループホームが不足しているのではないかというご意見をいただいております。

計画対象者数の推計では、計画期間である平成24年度から平成26年度までの対象者がどう増えるのか、それによって要介護等認定者がどうなって、サービスの利用はどうなるのかという推計をしております。居宅サービス利用者数としては、平成26年度に1,965人と推計し、各年齢においてどれだけのサービスが必要になるのかを推計値として表にしています。
今週の金曜日28日に、この中間まとめをもとに介護保険推進市民協議会を開催し、今後の具体的な内容について協議していくことになります。まずは、計画の基本的な考え方を再度確認することになりますが、第４期の現行計画で基本理念と基本目標を設定しているので、それをあまり大きく変えることなく継続しながら各施策を行っていくことを基本に考えています。

委員長：　介護保険制度については、国の保険財政が逼迫していますので、国がほとんど新しい施策を出していないのが実情です。そういう状況の中で、高齢者保健福祉計画をどのように進めていくのかということも１つポイントになるかと思っています。

いかがでしょうか。

委員：　中間まとめの数字の捉え方なのですが、統一が図られていません。こういう捉え方で正確な推計ができているのでしょうか。
事務局：　介護保険事業計画では今後３年間の見込量を計算するというのが大きなポイントとなります。そのときに、年間の中間地点を基準とするという厚労省の基本的な考え方がございます。よって、３月末や４月１日という数字を使わないというのが基本原則です。ただ、この中間まとめを作成した時点では、平成23年につきましては、まだ10月１日に達していなかったので、最終的には統一したものに差し替わるという解釈をしていただければと思います。

委員長：　推計値というのは介護保険料に影響してきますから、十分精査して推計値を出していく必要があると思います。
委員：　認知症対応型通所介護の実績についてですが、平成22年12月あたりの実績が極端に下がっています。これは何か理由があるのでしょうか。
事務局：　この時期にノロウイルスが発生し、サービスの提供が減少したことが原因です。
委員長：　今年も押し迫ってきて、計画づくりもいよいよピークになると思いますが、事務局における準備、本委員会での協議を今後もよろしくお願いいたします。
それでは、最後に報告事項について、事務局より説明をお願いいたします。
事務局：　子育て支援課より報告を１件させていただきます。本日、「こまえ子育てねっと」、「こまえスマイルぴーれ」、「こまえパクパクぴーれ」、小さいパンフレットを資料として提示させていただきました。10月１日から、子育て関連の情報を掲載したポータルサイトを開設しました。

「こまえ子育てねっと」については、行政の子育て情報専用サイトになっております。携帯電話からも利用できますので気軽にアクセスしていただいて、子育てに関する最新の行政情報やイベント情報、グーグルマップと連動した子育て施設情報を掲載するような形になっており、インターネットによる相談窓口も開設しております。

「こまえパクパクぴーれ」は、食育情報を交換するページとなっております。子育て中の親からレシピを募集したりとか、専門家として行政から健康支援課の栄養士と保育園の栄養士にそれぞれレシピを掲載してもらえるようにお願いしたりしておりまして、健康支援課は離乳食教室をやっておりますのでそのレシピを、保育園は給食から自慢のレシピをあげていただければということで、こちらは月１回程度の更新で、随時内容を濃くしていきたいと思っております。

委員：　子どもを預けたいという目的で、暮らしのところに保育園が載っているのですが、そこに保育ママ、家庭福祉員というのが載っていますが、保育ママという言葉は実は使ってほしくない言葉なのです。国でも家庭的保育事業と言っております。保育ママはいかにもお母さんという感じで、専門性があまり感じられない言葉です。それで家庭的保育ということで、これは本当に毎日、保育園と同じように専門性を持って子どもを保育する、保育にしていきたいというか、そういう形でやろうというふうになっていますので、ぜひ家庭的保育とか、（保育ママ）とか、そのように使っていただければと思っています。
委員：　パンフレットには、療育相談や健康支援課のことばの相談などが記載されていませんが、いかがでしょうか。
事務局：　パンフレットについては、すべてを網羅できておりません。全体の案内といたしましては「育ちの森」という素晴らしいパンフレットがありますので、そちらを使わせていただきたいと思います。
保育ママについては、正しい言葉に直して、分かりやすい表現と合わせて検討させていただきます。

委員長：　大事なことはホームページというか、サイトがどれだけ活用される、どのような効果を持ったということでしょうか。どういう効果を持ったかということをぜひこの委員会で報告していただくといいのではないでしょうか。
ありがとうございました。では、次回の予定等について事務局より説明をお願いいたします。

事務局：　次回の日程は、先ほど福祉基本条例の部分で説明させていただいたとおり、パブリックコメントを実施する予定ですので、年内押し迫って大変恐縮ではございますが、12月20日か21日あたりで日程を設定していただければ大変ありがたいと思っております。

委員長：　それでは、次回は12月21日としましょう。よろしいでしょうか。
（委員了承）

委員長：　本日はお疲れさまでした。ありがとうございました。
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